
 
 

２０２５年度 事業報告書 

（２０２５年４月１日～２０２６年３月３１日） 

Ⅰ．事業の概況 

１.ＩＰＣＣの経営環境 

２０２５年度は、財団創立４０周年の節目であり、刷新した経営理念、そして

新たな中期経営指針である「第６次中期経営指針～Ｒｅｂｉｒｔｈ ｏｆ ＩＰ

ＣＣ～」に基づき、財団が大きく転換する年度となりました。 

財団はこれまで、厳しい経営環境の中、徹底した経費節減と業務効率化に取り

組んできましたが、２０２５年度は、特許庁の先行技術調査事業予算の増加、働

き方の多様化や生成ＡＩ技術の進展などの変化に対応するため、主席部員の採用

強化、大阪分室の開設やテレワーク用ＰＣの導入など在宅勤務の推進、執務環境

の整備などの将来を見据えた投資を行いました。 

２．第６次中期経営指針に基づく経営目標についての取り組み 

ＩＰＣＣは、こうした経営環境の変化に柔軟かつ着実に対応し、第６次中期経

営指針において定めた財団の目指すべき姿を実現するため、３つの重点項目「事

業：検索技術を中核とした多角化の推進」、「人材：財団内外のエンゲージメン

ト強化」、「基盤：多様な課題に対応可能な組織基盤の強化」を年度の経営目標

に掲げ、各種取組を進めました。結果として、２０２４年度に続き２期連続の賃

上げを行い、かつ、１３期連続の黒字を達成しました。以下に、経営目標に対す

る２０２５年度の主な実施内容を記載します。 

（１）事業：検索技術を中核とした多角化の推進 

顧客ニーズに応える受注能力の拡充を目指し、１３５名の主席部員を採用する

とともに、財団ＯＢ・ＯＧを対象とした「ＩＰＣＣつながりネットワーク」を開

設するなど採用手法の充実化を図り、また、一人ひとりが最大限能力を発揮でき

る環境の構築を目指し、在宅勤務の環境整備、テレワーク用ＰＣの導入、大阪分



 
 

室の開設、業務量選択の柔軟化、調査業務を行う区分の複数取得拡大など、多様

な働き方が可能な体制づくりを進めた結果、退団者の大幅な減少につなげること

ができました。また、顧客との共創を念頭に、課題分析と現場マネジメントの充

実などにより品質向上に取り組んだ結果、特許庁の先行技術調査事業の２０２６

年度公募では、受注率約９８％を達成しましたが、受注シェアは６割弱でありシ

ェアの拡大は引き続きの課題です。さらに、民需事業の新たなステージへの展開

のため、展示会への出展やメディアへの情報発信等を通じて、広報・マーケティ

ングを強化し、あわせて侵害予防調査などの新サービスのニーズの調査・開拓に

取り組みました。 

（２）人材：財団内外のエンゲージメント強化 

顧客をはじめとするあらゆるステークホルダーからの信頼感を醸成し、職員の

働きがいや誇りを高めるべく、ブランド・リーフレット「The Proud Book」やブ

ランディング動画を公表し、コーポレートサイトを刷新するとともに、新規開設

した公式ｎｏｔｅ、公式Ｘ等を通じて財団の強みを効果的に財団内外に発信し、

また、継続的なエンゲージメント強化のため、職場環境や人材育成等への投資を

行うとともに、サーベイを実施して職員のエンゲージメント指標を確認しました。 

（３）基盤：多様な課題に対応可能な組織基盤の強化 

民需事業の広報・マーケティング強化に加え、採用広報、組織内広報まで含め

た広報戦略を総合的に実行する体制として、２０２５年７月に広報課を新設しま

した。また、業務効率化のため、セキュリティを確保した上で、生成ＡＩやクラ

ウド・サービス等を業務プロセスに活用してデジタルトランスフォーメーション

（ＤＸ）を進めるとともに、自宅からの検索業務を可能とするテレワーク用ＰＣ

を導入するなどＩＴ基盤の整備を進めました。 

３．公益目的事業 

公益目的事業としては、特許検索競技大会を実施し、アドバンストコース（会

場型・リモート型のハイブリッド開催）では２９８名の参加者を得ることができ

ました。また、ファーストステップコースは、９月のリモート開催に加え、参加

団体の都合に合わせてサテライト開催も実施し、合計５３５名の参加者を得るこ

とができました。さらに、２０２５年度は、特許検索スキルアップセミナー

を会場開催（東京・大阪）及びウェビナー形式により実施しました。 



 
 

２０２６年度も、２０２５年度に引き続き、「第６次中期経営指針」に掲げた

３つの重点項目に基づく経営目標を設定し、さらなる発展に向けた取り組みを実

施してまいります。 

 

Ⅱ．事業報告

２０２５年度においては、主に次の事業を実施しました。 

１. 「工業所有権に関する手続等の特例に関する法律」に基づく登録

調査機関としての調査事業 

（１）  特許庁からの受託事業（先行技術調査事業）として、次の事

業を実施しました。 

① Ｆターム等の検索により特許文献の先行技術文献調査を

行い、以下の件数を納品しました。 

件数   ６万６，８３４件 <６万７，６０１件> 

注：<  >の数値は、２０２５年度の契約件数。以下同様。 

② 上記の先行技術文献調査に対して次の追加的調査を行い、

それぞれ以下の件数を納品しました。 

     ⅰ）内国特許文献のＦターム検索に加えて実施する英語特

許文献検索調査報告 

件数   ５万２，５２１件 <５万２，４５１件> 

     ⅱ）内国特許文献のＦターム検索に加えて実施する中国語

及び韓国語の特許文献検索調査報告 

件数    １万５，６８７件 <１万３，７８４件> 

     ⅲ）内国特許文献のＦターム検索に加えて実施する独語特

許文献検索調査報告 

件数     ２，３１７件  <２，０５７件> 



 
 

     ⅳ）区分３、５、６、２４、２５、３０においてＦターム

検索に加えて実施する化学構造検索調査報告 

件数      １，９６２件  <１，９５９件> 

  ｖ）区分４においてＦターム検索に加えて実施するレンズ

設計に係る検索調査報告 

件数    ７８件      <７８件> 

  ⅵ）区分２４においてＦターム検索に加えて実施する配列

に係る検索調査報告 

件数        ３６４件     <５３７件> 

  ⅶ）区分２０においてＦターム検索に加えて実施するガラ

ス組成・特性値に係る検索調査報告 

件数    ７２件      <７２件> 

  ⅷ）区分５、３６、３７、３８、３９においてＦターム検

索に加えて実施するデバイス転送制御関連分野・TV信

号の圧縮・符号化分野に係る検索調査報告 

件数 １，４０４件   <１，４２３件> 

  ⅸ）区分２、３、５、１２、２４、２５においてＦターム

検索に加えて実施する国内外の学術文献を蓄積した商

用DBを用いた検索調査報告 

件数            ９００件     <８５４件> 

（２）  特許庁からの受託事業（分類付与関連事業）として、次の事

業を実施しました。 

①  特許出願に係る出願書類データに対して特許分類及びＦ

タームを付与し、以下の件数を納品しました。また、こ

の分類付与に併せて出願公開の際に必要な未公開特許出



 
 

願に対する要約チェック等の予備的調査も行いました。 

 件数    ２９万４，１００件 <２９万６，０００件> 

②  実用新案公報が発行される前の実用新案登録出願に係る

出願書類データに対してＦタームの付与、および出願公

開される前の合金の技術分野の特許出願に係る出願書類

データに対して合金タームの付与を行い、以下の件数を

納品しました。 

 件数            ６，９９７件 <６，７００件> 

③  出願公開される前の特許出願又は国際公開される前の特

許協力条約に基づき国際出願された特許出願に係る出願

書類データであってＤＮＡ配列コードを作成すべきもの

について、ＤＮＡ配列コードデータ編集等を行い、以下

の件数を納品しました。 

     件数           ３，５００件 <３，５００件> 

２．工業所有権情報の分類及び分類付与に関する技術の調査・研究・

開発事業 

（１）  特許庁からの受託事業（Ｆターム付与事業）として、公開後

の特許文献にＦタームまたはＦＩを付与し、以下の件数を納

品しました。 

件数       ４万５０９件 <４万５０９件> 

３． 公益目的事業 

（１）  公益目的支出計画に基づき、特許検索競技大会を実施しまし

た。２０２５年９月に、アドバンストコースを会場型及びリモート型

のハイブリッドで開催し２９８名が参加しました。また、ファースト

ステップコースをリモートで開催し２８名が参加しました。さらに、



 
 

ファーストステップコースでは、９月のリモート型開催に加え、開

催を希望する企業、大学及び高等専門学校等を対象としたＷ

ｅｂ試験形式によるサテライト開催も参加団体の都合に合わ

せて実施し、６大学２高専１高校４企業から合計５０７名が

参加しました。また、特許検索スキルアップセミナーを会場

開催（東京・大阪）及びウェビナー形式により実施しました。 

４．  その他の事業 

（１）  「工業所有権に関する手続等の特例に関する法律」に基づく

特定登録調査機関として実施する特定登録調査サービスをは

じめとした、ＩＰＣＣ調査サービスの納品件数は８２１件となりまし

た。 

（２）  検索報告書作成のサポート等、検索業務を効率化するシステ

ムの開発、電子書き込みを容易にするツールの開発、深層学

習を用いた分類推定手法に関する研究等を行いました。 

Ⅲ．経営目標別の業務実施状況 

当財団は、２０２５年度の事業の遂行にあたり、第６次中期経営指

針を踏まえ、経営目標として「事業：検索技術を中核とした多角化の

推進」、「人材：財団内外のエンゲージメント強化」、「基盤：多様

な課題に対応可能な組織基盤の強化」の３つを掲げて事業を遂行しま

した。 

各経営目標の達成状況は、次のとおりです。 

１．事業：検索技術を中核とした多角化の推進 

（１） 顧客ニーズに応える受注能力の充実 

多様な人材の確保を目指し、財団ＯＢ・ＯＧを対象とした「ＩＰＣＣつ

ながりネットワーク」を開設するとともに、若年層・女性技術者等を重

点ターゲットとして、採用手法や広報手段の充実化に取り組み、１３５



 
 

名の主席部員を採用しました。 

調査業務実施者の育成強化のため、一人ひとりに寄り添った育成を目指

し、調査業務に関するナレッジシェアの促進など組織横断的な人材育成

を行いました。 

また、一人ひとりが最大限能力を発揮できる環境の構築を目指し、テレ

ワーク用ＰＣの導入や在宅勤務制度の見直しなどの在宅勤務の環境整備、

大阪分室の開設、木場本部のレイアウト変更、業務量選択の柔軟化、調

査業務を行う区分の複数取得拡大等、多様な働き方が可能な体制を構築

しました。さらに、調査業務実施者のキャリアパスの多様化を検討し、

民需事業における受注変動に対して柔軟な対応を可能とすべく、業務委

託の仕組みを整備しました。 

（２） 顧客が必要とする品質の特定・対応 

顧客との対話の有効活用等を通じ、顧客と円滑なコミュニケーションを

図り、顧客満足度の向上を目指しました。 

サービス品質の向上に必要な現場マネジメントの充実を図るべく、調査

業務指導者と調査業務実施者間の信頼関係醸成や、在宅勤務におけるマ

ネジメント事例の共有等により調査業務指導者間の連携を進めました。 

さらに、顧客から提供される情報や収集データ等の分析を行い、顧客が

求める品質レベルを明確化して、品質向上に取り組んだ結果、２０２６

年度の特許庁の先行技術調査事業公募における受注率は約９８％を達成

しました。 

（３） 民需事業の新たなステージへの展開 

民需事業の大口新規顧客の獲得・需要の喚起・ニーズの発掘のため、７

月に新設した広報課の課員が主体となり展示会への出展やメディアへの

情報発信等を行い、サービス広報・マーケティングを強化しました。 

また、顧客の個別ニーズに応じたサービスの提供を目指し、侵害予防調

査などの新サービスのニーズの調査・開拓に取り組みました。 

 

２．人材：財団内外のエンゲージメント強化 

（１） 人的資本への投資（職務環境改善等）によるエンゲージメント強化 

顧客をはじめとするあらゆるステークホルダーからの信頼感を醸成し、



 
 

職員の働きがいや誇りを高めるべく、ブランド・リーフレット「The 

Proud Book」やブランディング動画を公表し、２０２５年度に刷新した

コーポレートサイトや新規開設した公式ｎｏｔｅ、公式Ｘ等も通じて財

団の強みを効果的に財団内外に発信しました。また、人的資本への投資

（福利厚生の充実、職場環境の改善、人材育成、健康経営への投資）や

組織内広報強化、コミュニケーション活性化に向けた取組を実施すると

ともに、エンゲージメント・サーベイを実施して現在の職員エンゲージ

メント指標を確認しました。 

（２） 広報戦略によるブランド・アイデンティティの確立 

財団の強みをオウンドメディア、外部メディア、展示会出展等を通じて

効果的に財団内外に発信するための広報戦略を整理して、実行しました。 

（３） 特許調査業界全体の価値向上 

特許調査業界全体の価値向上を図るべく、調査業務実施者のイノベーシ

ョンに対する貢献や特許検索競技大会の魅力等について書籍「技術の最

前線を読み解く特許調査という仕事」にとりまとめ、２０２６年４月７

日からの発売につなげました。 

 

３．基盤：多様な課題に対応可能な組織基盤の強化 

（１） 広報・事業開拓、採用・人材育成強化を目的とした組織体制の整備 

民需事業の広報・マーケティング強化に加え、採用広報、組織内広報ま

で含めた広報戦略を総合的に実行する体制として、２０２５年７月に広

報課を新設しました。 

（２） 最新ＡＩ技術等を活用した業務プロセスのＤＸ・ＰＬ化 

業務の効率化のため、最新ＡＩ技術やクラウド・サービス等を業務プロ

セスに活用したデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）やペーパー

レス（ＰＬ）化の取組を進めました。 

また、在宅勤務を円滑に行えるよう、テレワーク用ＰＣなどのＩＴ基盤

をセキュリティ確保に留意しつつ整備しました。 

（３） セキュリティ対策の徹底 

特許出願非公開制度への対応等のため、各種セキュリティ対策を徹底し



 
 

ました。 

（４） 変革を実現するための財源確保 

費用の精査を徹底しつつ、受注能力向上などの財団が直面する課題の解

決に必要な投資は行うといったメリハリのある経営を実施しました。 

 



 
 

Ⅳ．評議員会、理事会 

２０２５年度において、評議員会、理事会は、次のとおり開催し、それぞれの

議案について審議の上、議決されました。 

 

１．２０２５年度第１回通常理事会（２０２５年６月３日） 

（１）「２０２４年度事業報告書及び決算の承認」の件 

（２）「２０２４年度公益目的支出計画実施報告書等の提出の承認」の件 

（３）「２０２５年度定時評議員会の招集」の件 

 

２．２０２５年度定時評議員会（２０２５年６月１８日） 

（１）「２０２４年度事業報告書及び決算の承認」の件 

（２）「評議員の選任」の件 

（３）「理事の選任」の件 

（４）「常勤理事候補者選出委員会の委員の選任」の件 

 

３．２０２５年度第１回臨時理事会（２０２５年６月１８日） 

（１）「理事長及び業務執行理事の選定」の件 

（２）「顧問の選任」の件 

 

４．２０２５年度第２回通常理事会（２０２６年３月４日） 

（１）「２０２６年度事業計画書及び収支予算書の承認」の件 

（２）「役員賠償責任保険契約の締結」の件 

（３）「役員報酬等支給基準の一部改正」の件 

（４）「２０２５年度第１回臨時評議員会の招集」の件 

 

５．２０２５年度第１回臨時評議員会（決議の省略）（２０２６年３月１８日） 

（１）「役員報酬等の総額の承認」の件 

（２）「理事の選任」の件 

 



 
 

Ⅴ．その他 

１．役職員数 

役職員数は、２０２５年４月現在１，３７２名（うち主席部員・調

査員は１，１１５名）、２０２６年３月現在１，４６６名（うち主席

部員・調査員は１，２１１名）です。 

なお、２０２６年４月現在１，４３７名（うち主席部員・調査員は１，

１８５名）です。 

 

 



 
 

２０２５年度事業報告の附属明細書 

２０２５年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関

する法律施行規則」第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告

の内容を補足する重要な事項」が存在しないので作成しない。 


